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目 的
（目指す姿）

大規模地震の発生に備え、防災訓練や研修会を実施することにより、小規模町村の防災力向上を図る。

現 状 と
課 題

　令和６年能登半島地震では、最大震度７の地震が発生し、市町に甚大な被害が発生した。さらに、８月８日には南
海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表され、地震対策における関心が高まっているところである。管内市町
村は南海トラフ地震対策強化地域に指定されており、津波による被害はないものの、土砂崩れや孤立地区の発生など
多くの被害が想定される。
　管内は、14市町村から構成され、人口1万人未満が11町村、その内1千人未満は4村となっている。小規模町村は職
員数が少なく、防災担当者は平時から様々な業務を兼務しており、防災へ多くの時間を割くことが難しい。そのた
め、特に小規模町村に対して、平時から防災対策に係る支援を行っていくことが重要になる。

　昨年度からの小規模町村支援事業において行った検討会では、市町村から、マンパワー不足であること、災害対応
経験が乏しく、実際にどう動いていくか不明であること、防災担当に知識・経験が少なく、庁内で訓練することが難
しいこと等の意見が出された。また、能登半島地震発災直後から現在に至るまで、市町村職員がどのような対応した
のか、行政職員から直接話を聞きたいとの要望もあった。
　これらの課題等を解決するために、防災に関する知識を習得する機会や、防災訓練により災害時の対応を検討する
機会を設けることが必要であるが、小規模町村単体で防災訓練や研修会を行うことは難しい。そのため、県として、
防災訓練や被災経験がある市町村役場職員による研修会を実施する。

内 容

１　防災訓練の実施
　南海トラフ地震を想定した、外部講師による解説を挟んだ訓練を実施する。訓練内容や解説を委託することで、マ
ンパワーや経験の乏しい小規模町村が、今後防災訓練を実施する際の参考となるような形をとる。さらに、事前に研
修会をオンラインで行い（11月５日実施予定）、防災知識の向上を図る。
（１）目的
　大規模地震災害に備え、市町村と協働した訓練を実施し、職員及び南信州地域全体の災害対応能力の向上を図る
（２）日時
　令和６年11月20日（水）
（３）場所
　飯田合同庁舎　講堂　他
（４）参加機関
　飯田合同庁舎各機関、管内市町村
（５）訓練内容
　・南海トラフ地震臨時情報対応検討
　・発災後の対応検討
　・解説、振り返り、講評

２　大規模災害の教訓に学ぶ防災研修会の開催（予定）
（１）目的
　被災経験のある職員を講師とした研修会を実施し、南信州地域全体の防災意識を高める
（２）日時
　令和７年２月のうち、３時間程度
（３）場所
　飯田合同庁舎　講堂
（４）参加機関
　飯田合同庁舎各機関、管内市町村
（５）内容
　・災害時、いかに行動するか（地震災害の経験から）
　・発災直後から現在に至るまでの対応
　・質疑応答
（６）講師
　被災市町村職員

事業期間 令和６年１1月 令和７年２月



今
後
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向
性

南信州管内では、近年大規模地震の発生がなく、職員数の少ない町村においては、災害対応が困難になることが心配され、南海トラフ
地震の30年以内発生確率が70%～80%から80%程度へ引き上げられたことから、引き続き小規模町村支援などにより当地域の防災力向
上を図る。

防災訓練
委託による防災訓練を市町村も参加
し行う

88,000 委託料　　　　 88,000円

研修会
災害対応経験のある職員による研
修会

12,900

講師等謝金　　12,900円
講師等旅費　　 　　0円
消耗品等    　 　　0円
コピー機使用料  　 0円

合　　　　　　計 100,900
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標
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成　果　指　標 目標値 成果 達 成 状 況

防災訓練及び研修会への参加市町村 ９市町村

事

業

費

等

（単位：円）

事業を構成する細事業名等 実施内容 決算額 備考

事
業
実
績
・
成
果

１ 防災訓練の実施
11月５日にオンライン併用で事前研修会を実施し、県29人、市町村９人（９市町村）の38人が災害対応の専門家から基礎知識を学んだ。
11月20日には、県53人、市町村14人（11市町村）の67人が、事前研修会を基に、当地域が震度６の南海トラフ地震で建物倒壊・火災・イン
フラの損壊など甚大な被害が発生したとの想定により、図上訓練を行い、初動対応の確認を行うとともに各県機関と市町村の連携を確認
した。
 
２ 防災研修会の実施
２月６日に、神城断層地震の対応にあたった、白馬村総務課長と能登半島地震の支援を行った飯田市職員を講師に研修会を開催し、12
市町村14名の危機管理担当者及び県19名が、実際の震災時の初動対応について学んだ。出席者からは「下伊那の特性や先手を打って
の対応など、考えを整理できる貴重な機会となった」等、内容に満足したという意見が多く寄せられ、有意義な研修会となった。

１　防災訓練
（１）事前研修会
　　　　９市町村
（２）図上訓練
　　　11市町村

２　防災研修会
　　　１2市町村

達成

防災訓練及び研修会の満足度 70%

１　防災訓練
（１）事前研修会
　　　87%
（２）図上訓練
　　　79％

２　防災研修会
　　　100％


